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要旨 

我が国では、企業の健康経営の取組み状況等を把握するために、経済産業省が、

2014 年から「健康経営度調査」を行っている。本研究は、この個票データを用

いて、企業の健康経営施策と企業利益の関連性を検証することを目的とした。 

研究方法は、2017 年度または 2018 年度に行った健康経度調査の質問項目およ

び、調査時から 2020 年度までの企業利益の変化率（社員一人あたりに換算）を

使用して、Gradient Boosting Decision Tree（GBDT：勾配ブースティングによ

る機械学習法）を用いて企業利益を予測するモデルを作成し、モデルに含まれた

各説明変数（健康経営度調査の質問項目）が企業利益にどの程度寄与したのか

SHAP値（SHapley Additive exPlanations）を用いた評価した。 

分析対象は 1,593 社（従業員数 4,359,834 人）であり、従業員の平均年齢は

40.3歳、女性比率は 25.8％であった。作成したモデルの性能評価を行ったとこ

ろ、正解率（Accuracy)0.997、適合率（Precision)0.993、再現率（Recall)0.997、

及び曲線下面積（AUC）0.999であった。 

分析の結果、企業利益との関連性が高かった項目は、喫煙者の割合（SHAP 値

0.121）、従業員 1 人当たりの保健事業費（0.084）、従業員 1人当たりの医療費

（0.050）、営業職の正社員割合（0.074）、流通・販売・サービス職の正社員割

合（0.054）、睡眠により十分な休養がとれている割合 (0.055）、運動習慣者割

合（0.043）であった。 

これらの結果から、従業員と組織における健康づくりの取り組みは、企業利益

と関連することが判明した。健康投資を行うことは、健康的で生産性の高い労働

力を生み出すかもしれない。 
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雇用主、組織（会社組織）、ならびに国の経済は、パフォーマンスを向上させ、

最適な効率化を行いながら、価値を提供していくという世界的なプレッシャー

の下におかれている。1日本における労働力は、高齢化と少子化によって低下し

ており、この傾向が続けば、我が国の GDP の減少は避けられない状況にある。 

日本政府、企業、人々（市民）は、この問題の解決に向け、懸命に努力してお

り、日本経済の低迷を回避するための解決策の一つは、組織の人的資産を最大限

に活用するための人的パフォーマンスを向上させることである。人々が身体的

にも精神的にも良好な状態で仕事ができるようになり、仕事に対する意欲を持

つことができる場合、人的パフォーマンスは高くなると期待されている。2-4また

人的パフォーマンスが高くなると生産性が向上し、それによって利益が増加す

る可能性がある。5 

 

日本では、経済産業省が中心となり、「健康経営優良法人認定制度」を推進し

ている。「健康経営」とは、従業員等の健康を経営的な視点で捉え、戦略的に実

践することであり、企業理念に基づき、従業員等への健康投資を行うことは、従

業員の活力向上や生産性の向上等の組織の活性化をもたらし、結果的に業績向

上や株価向上が期待される。また健康経営は、日本再興戦略、未来投資戦略に位

置づけられた「国民の健康寿命の延伸」に関する取り組みの一つであり、健康経

営を通じて、高齢化が急速に進む我が国の、国民の QOL（生活の質）の向上、生

涯現役社会の構築、そして、あるべき国民医療費の実現、さらには新たなヘルス

ケア産業の創出をも目指している。 

具体的には 2014 年から経済産業省と東京証券取引所（東証）が共同で、対象

企業を「健康経営銘柄」として認定を開始している。この認定制度では、年次調

査に基づくスコアリングシステムを使用して、企業の健康経営の取り組みを毎

年評価しており、全回答企業のうち各業種の上位が、健康経営銘柄企業として認

定される。また大規模法人部門においては、上位５００法人をホワイト５００、

中法規模法人部門においては、上位５００法人をブライト５００として認定し

ている。本顕彰制度の推進を受けて、多くの企業が健康経営の取り組みを強化す

るようになり、結果として従業員の活力と生産性の向上が、中長期的な業績と企

業価値の向上につながり、引いては、投資家の企業に対する理解と評価の向上に

つながることが期待されている。6-7 

 

経済産業省と東京証券取引所は、本顕彰制度を通じて、企業による健康経営へ

の取り組みの一層の強化を促している。しかし、健康経営における具体的なアプ

ローチと企業利益との関連は、未だ研究されていない状況にある。本研究では、

健康経営に関する調査の定量的・定性的な回答を含むデータセットを用いて、企
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業利益に関連する健康経営の取り組みの要因を特定する試みを行った。これら

の要因を特定することは、企業は健康経営の取り組み（従業員の健康プログラム

の開発と実施）に対して意思決定をしやすくすることにつながるとともに、結果

として企業業績と生産性を改善し、投資家の価値を高め、国の経済を強化するこ

とができると考えられる。 

 

２．方法 

経済産業省は、2014 年 8 月から 2022 年 10 月までの間に「健康経営度調査」

を実施している。この調査は、約 60の質問で構成されており、以下の５つの領

域を含む。8-9 

【５つの領域】 

1) 経営理念・方針（健康経営の方針や健康経営の普及） 

2) 健康経営実践に向けた体制 

3）健康経営の実践のための具体的な制度と施策実行の取組 

4) 健康経営の推進に関する効果検証 

5）法令遵守・リスクマネジメント 

 

調査の質問項目は毎年増えており、2014 年度と 2021年度では、入手可能な情

報にはばらつきがある。また、2017 年度から財務業績指標（企業利益）の項目

が含まれるようになったことから、本調査では、2017年度から 2020 年度にかけ

て収集されたデータセットを用いて分析を行った。 

調査は各会計年度（FY）の終わりに実施されている。2017 年度の調査対象期

間は 2016年 4月～2017年 3月まで、2018 年度調査は 2017年 4月～2018年 3月

までであり、2020 年度調査では 2019 年 4 月～2020 年 3 月を調査期間としてい

る。COVID-19 の大流行は、経済を打撃し、多くの企業の財務パフォーマンスに

悪影響を与えているため、本調査では 2021 年度のデータ（2020年 4月～2021年

3月）は用いていない。 

 

2017 年度に収集できたデータをベースとし、2017 年度から 2020 年度までの

利益の変化をアウトカム（成果）として定義し、解析に使用できたデータは 842

社であった。同様に、2018年度に収集できたデータをベースとし、2018年度か

ら 2020年度までの利益の変化をアウトム（成果）として定義した場合、解析に

使用できたデータは 751社であった。2017 年度と 2018年度のアンケートの質問

項目はほぼ同様であったことから、2017年度、2018年度ともに同じ企業から回

答があった場合は 2017年度の回答を用い、2017年度・2018年度のデータ（n＝

1,593）を合わせて分析した。なお、2017 年度と 2018 年度の調査に回答してい
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ない企業のデータは用いず、健康経営の取り組みに直接関係しない内容のアン

ケート項目は用いていない。分析に使用した調査票の質問項目は補足表 1 のと

おりである。 

この研究は、滋賀医科大学倫理委員会の承認（RRB21-053-2）とヘルシンキ宣

言の規定に基づき行っている。当該記録の性質上、個人の特定を行うことは困難

であることから、「人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理指針」に

基づき、各個人へのインフォームド・コンセントは実施していない。 

 

３．分析方法 

企業の業績は、正規・非正規雇用者の数に影響を受ける可能性があるため、各

年度の利益を従業員数で割って算定することとし、基準年（2017年度または 2018

年度）から 2020年度までの従業員当たりの利益変化率を評価した。企業利益の

増加額の分布を補足資料の図１に示す。利益変化率の四分位を算出し、最も高い

四分位群を企業利益が増加した企業と定義した。 

なお、データセット内の説明変数間で多重共線性がある場合、モデルの信頼性

が低くなる場合がある。そこで多重共線性に対しても対処できる eXtreme 

Gradient Boosting  (XGB）10を用いて、企業利益の増加と関連の強い因子を関

連性の強さの順にランク付けするようにした。 

 

ハイパーパラメータを決定するために、5-分割交差検証とグリッドサーチを

行った。ハイパーパラメータとは、機械学習のアルゴリズムを設定するパラメー

タで、学習の過程で重みづけされる。ハイパーパラメータの調整では、選択した

ハイパラメータの値を用いて、複数回トライアルを実施し、モデル性能を改善し

て最適化するものである。ハイパーパラメータの組み合わせに対して、5つの交

差検証ベースの正確性（(真陽性 + 真陰性)／ (真陽性 + 偽陰性 + 偽陽性 + 

真陰性) の評価を行い、モデル予測能を最適化するハイパーパラメータの組み

合わせを選択した。考慮したハイパーパラメータには、Subsample（ランダムに

抽出される標本の割合）、reg_lambda、（L2 正則化項の重みでモデルの過学習

を防ぐ）、reg_alpha（L1 正則化項の重みで余分な説明変数を省く）、 

min_child_weight（決定木の重みの下限）、max_depth（決定木の深さの最大値）、 

gamma（損失減少の下限）、colsample_bytree（ランダムに抽出される列の割合）

が含まれている。次に、これらの値の組み合わせについて、モデルを 4つのトレ

ーニングフォールド（モデルのパラメータを調整するために使用するもので、モ

デルが過剰に適合することを防止し、より一般化されたモデルを構築するため

に使用）に適合させ、残りのテストフォールド（トレーニングセットとは別のデ

ータセットで、学習したモデルの性能を評価するために使用）で評価した。また、
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SHAP（SHapley Additive exPlanation）値（予測された結果がどのようになされ

たかを明確にし、モデルの解釈性と透明性を高める）11を使用し、各説明変数（本

研究の場合、健康経営度調査項目）のアウトプット（本研究の場合、利益が増加

した企業）に対する寄与度合を反映する値を推定した（図 1）。12 

 

 

【図１SHAP値と各説明変数の寄与度の推定】 

 

「SHAP 値」は、条件が真である場合（値>0.0、企業利益が増加した企業）と

偽である場合（値<0.0、企業利益が増加していない企業）の区別を示すもので 13、

サンプルの特定の値がモデルの構成に影響を与えるほど、その点は y 軸上でゼ

ロから遠ざかって移動し、モデルに影響を与えない場合、y軸上のゼロの近くま

たはゼロに留まる。この例では、「X1」の値が低く、「X2」の値が大きいほど、

企業利益の増加を予測するのに非常に役立ち、これらの値がモデル「Y」に強く

影響を与えることが示されている。本研究では、企業利益増加に関連する上位 10

項目をリストアップした。モデルの精度を評価するために、混同行列の分類精度

の尺度と精度-再現率曲線（AUC-PR 曲線）下の面積を評価した。AUC-PR 曲線が

0.90以上のモデルを信頼性が高いモデルと定義した。すべての分析は Pythonバ

ージョン 3.9.7（Python ソフトウェア財団）で行った。 

 

結果  

用いたデータは 1,593 社（従業員数：4,359,834 人）である（表 1）。 

1,593 社の構成は、建設業 69 社（4.3%）、食料品業 53 社（3.3％）、化学業

65社（4.1％）、電気製造業 94社（5.9％）、輸送機器業 61社（3.8％）、海運

業 55社（3.5％）、通信業 198社（12.4％）、卸売業 117社（7.3％）、小売業

企業利益または売上高が
増加した企業

企業利益または売上高が
増加しなかった企業

Variable (X2)

Variable (X1)

Variable (X2)

Variable (X1)

Strong influence 

Variable (X1)Weak influence 

Strong influence 

企業利益または売上高が
増加しなかった企業

企業利益または売上高が
増加した企業
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179社（11.2％）、金融サービス業 139社（8.7％）、専門サービス 202 社（12.7％）、

その他 361社（22.7％）であり、従業員の平均年齢は 40.3歳（SD：3.4）、女性

の割合は 25.8％、従業員の平均勤続年数は 14.2年（SD：4.9）であった。 

 

【表１ 基本属性】 

 

 

 表 2 は、モデルのパフォーマンス評価を示している。accuracy（正解率）が

0.997、precision（適合率）が 0.993、recall（再現率）が 0.997、AUC（ROC曲

線下の面積）が 0.999、AUC-PR（Precision-Recall曲線下の面積）が 0.999であ

った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

企業 (n=1,593)

属性 数値

年齢 (平均 ± 標準偏差) 40.3±3.4

女性の数 (割合) 1,126,005 (25.8)

平均勤続年数 (平均値 ± 標準偏差) 14.2±4.9

業種

　建設業の数 (割合：%) 69 (4.3)

　食料品業の数 (割合：%) 53 (3.3)

　化学業の数 (割合：%) 65 (4.1)

　電気創造業の数 (割合：%) 94 (5.9)

　輸送機器業の数 (割合：%) 61 (3.8)

　海運業の数 (割合：%) 55 (3.5)

　通信業の数 (割合：%) 198 (12.4)

　卸売業の数 (割合：%) 117 (7.3)

　小売業の数 (割合：%) 179 (11.2)

　金融サービス業の数 (割合：%) 139 (8.7)

　専門サービス業の数 (割合：%) 202 (12.7)

　その他の数 (割合：%) 361 (22.7)

上場企業数 (割合：%) 793 (49.8)
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【表 2 企業利益が増加した企業と増加しなかった企業の二元分類の混同行列】 

 

 

変数の重要度評価 

図 2 は、企業の利益増加に関連する変数の相対的な重要度を示している。

XGBoostモデルの SHAP 値に基づき、企業利益と最も関連性の強い上位 10の変数

には、喫煙者の割合（SHAP値 0.121）、従業員 1人当たりの保健事業費（0.084）、

従業員 1人当たりの医療費（0.050）、営業職の正社員比率（0.074）、流通・販

売・サービス職の正社員比率（0.054）、睡眠により十分な休養がとれている割

合 (0.055）、運動習慣者比率（0.043）、従業員 1人当たりの年間福利厚生費用

（0.041）、年度集の離職者数（0.038）、および「その他 （本社部門等）」の

従業員の割合（0.03）であった。 

 

 
【図 2企業利益に関連した項目 Top 10】 

実際は正
（企業利益または売上高

が増加した企業）

実際は負
（企業利益または売上高
が増加しなかった企業）

合計

予測が正
(企業利益または売上高が

増加した企業）
398 3 401

予測が負
（企業利益または売上高
が増加しなかった企業）

1 1,191 1,192

合計 399 1,194 1,593

予
測
値

観察値

(1) 喫煙者割合、(2) 保健事業費、(3) 営業職の割合、(4)睡眠により十分な休養が取れている人の割合、
(5) 流通・販売・サービス職の割合、(6) 医療費、(7)運動習慣者割合、(8) 法定福利費、(9) 離職者数、
(10) その他部門職の割合

利益大きいと判断利益小さいと判断

変数の値

Yano Y, et al. Epidemiol Health. 2022 

企業利益と健康関連項目の関係性
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考察 

企業の「健康経営度調査」のデータを用いて、従業員の生活習慣上の健康リス

ク要因（たとえば、喫煙、睡眠、運動）や組織の経営理念や経営方針、制度・施

策の取組など、企業の健康経営施策と企業利益の関連性が認められる上位 10の

要因を抽出した。14-19 

従業員の生活習慣上の健康リスク要因と労働生産性や医療費の関連は既に報

告されているものの、これらの関連は比較的少数の企業で評価されているもの

であった。また、従業員の生活習慣上の健康リスク要因（たとえば、喫煙者の割

合）が企業利益と関連しているかどうか明らかにされていなかった。さらに、従

業員のライフスタイルにおける健康リスク要因と企業利益の関連を評価する際

に、組織の経営理念や経営方針、制度・施策の取組、および指標に関する情報を

統合した研究はこれまでなかった。本研究では、組織の経営理念や経営方針、組

織体制、よりも従業員の生活習慣上の健康リスク要因（すなわち、喫煙、睡眠、

運動）が、企業利益とより関連していることを示しており、既存の知見を超える

ものである（従来の研究成果かを超えるものである）。 

従業員の生活習慣上の健康リスク要因と企業の利益に影響を与えるメカニズ

ムは現在の研究では、明らかになっていない。しかし、生活習慣の健康リスク要

因と労働者の生産性を関連付ける研究は豊富にある。25例えば、喫煙に関連する

労働者の生産性の損失は、病気、障害（負担が重い症状・疾患）、喫煙休憩、職

場事故の増加、アブセンティーズム、プレゼンティーズム、ならびに同僚に対す

る受動喫煙の影響などがある。16,20また、身体活動の増加は、健康状態の改善や

人の全体的な身体的・精神的な健康状態の向上、欠勤の減少に関連することが示

されている。21-23職場での睡眠促進プログラム、睡眠衛生、ヨガ、身体活動、不

眠症のための認知行動療法などは、従業員の睡眠時間を増加させ、その後の日中

のパフォーマンスを改善することができる。24日本の 4つの企業（女性 3,126人、

男性 12,350,924人）を対象とした先行研究では、アブセンティーズムによる経

済的な損失は 1 人当たり年間 520 ドルであり、プレゼンティーズムによる経済

的な損失は 3,055 ドル、医療費は 1,165 ドルであったことが報告されている。

今後の健康経営に関する研究では、従業員の健康状態、アブセンティーズム、障

害（負担が重い症状・疾患）、プレゼンティーズムの費用を評価することで、従

業員の生活習慣上の健康リスク要因との関連を説明するメカニズムを明らかに

できると考える。 

 

本研究は観察的研究手法で行っており、安定した信頼性の高い統計手法を用

いているものの、企業の健康経営の取り組みと企業利益の因果関係を確立する

には限界がある。たとえば、従業員 1 人当たりの保健事業費や従業員 1 人当た
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りの医療費が増えると、企業利益も増加するという因果関係は、健康保険、教育

研修費の補助、健康手当、有給の育児休暇など、従業員へよりよい福利厚生を提

供できるためと説明ができる。その結果、企業業績が増収する企業の従業員は、

減収する企業の従業員よりも、生活習慣上の健康リスク要因の割合が低い可能

性がある。また、把握されていない交絡の可能性も排除できない状況である。今

回の研究では、企業における健康経営の取り組みと企業利益との関連性が、流動

性、所有、年齢と規模、レバレッジ、支払能力、資産回転率などの財務実績に影

響を与える要因とは無関係であるかどうかについては触れられなかった。26-27 

 

本研究では、財務パフォーマンスに影響を与える要因（流動性、所有者構成、

創業年数や企業規模、債務比率、財務安定性、および資産活用効率）から、健康

経営の取り組みと企業利益の関係が独立しているかどうかの検討をすることは

できていない。 

 

調査では、組織の経営理念や経営方針、制度・施策の取組について、はい/

いいえの２つの選択肢を用いて評価した。集計の際は、すべての「いいえ」に

対して「何も行っていない=0」、「はい」に対して「何らかの取組を行った

=1」として分析を行った。そのため、「何らかの取組を行った」グループの企

業は、異なる手法を用いたと仮定する必要がある。従業員の生活習慣上の健康

リスク要因（すなわち、喫煙、睡眠の質や運動）を改善するための具体的な健

康や労働生産性に関する戦略や施策を特定するには、さらなる研究が必要であ

る。なお、これらの戦略や施策は、業界ごとの文化的な違いや企業の歴史によ

り、企業間で同一ではない場合が想定される。 

 

本研究では、国における健康経営度調査の結果を用いて、従業員の生活習慣

上の健康リスク要因と企業利益に影響を与える関連性を示した。従業員のパフ

ォーマンスに影響を与える健康リスクを特定し、対処することで、生活習慣病

領域の専門家は、より健康的で生産的な労働力を作り出すことを支援し、投資

対効果を大きく改善することに寄与できるかもしれない。 

 

開示事項 

全ての著者は、本論文の内容に関連する利益相反関係はないことを報告してい

る。 

 

資金提供 



10 

 

本研究は、健康長寿産業連合会（https://www.well-being100.jp/）からの研

究助成支援を受けている。 

データ提供 

本調査では、企業からの調査回答を使用している。（同じ企業からの複数の回

答者の集計データを使用して、企業の回答を導出した）。したがって、調査デ

ータは、結果を再現するためや手順を複製するために、論文提案を経済産業省

（https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/healthcare/kenko_kei

ei.html）に提出することによって共有することが可能である。ただし、個人

参加者データは共有されない。 

 

倫理的配慮 

この研究は、滋賀医科大学倫理委員会の承認（RRB21-053-2）とヘルシンキ宣

言の規定に基づき行っている。当該記録の性質上、個人の特定を行うことは困

難であることから、「人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理指

針」に基づき、各個人へのインフォームド・コンセントは実施していない。 
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【補足資料表１】 

【表１ 分析に使用した調査項目】 

 

項目

Q1 貴社は株式を上場していますか。

Q2 業種等についてお答えください。

Q3 正社員数・非正社員数の性・年代構成別人数をご記入ください。

Q4 正社員の平均年齢と平均勤続年数を小数点第２位四捨五入でご記入ください。

Q5 正社員の年度中の離職者数をご記入ください。

Q6 正社員の新卒・中途入社人数をそれぞれご記入ください。

Q7 正社員の職種別のおおよその構成比率をお答えください。

Q8 業績についてご記入ください。

Q9 従業員の健康保持・増進に対する全社方針を社内向けに明文化していますか。

Q10 従業員の健康保持・増進に関して目的、体制、取組内容、成果等を社外に公開していますか。

Q11 投資家との対話の中で、健康経営をどのように話題にしていますか。

Q12
全社における従業員の健康保持・増進に関して、取締役会や経営会議等、経営レベルの会議でどのような内容を議題に
していますか。

Q13 全社における従業員の健康保持・増進の最高責任者の役職をお答えください。

Q14 従業員の健康保持・増進の統括についてお選びください。

Q15
従業員の健康保持・増進の方針の実施に際して、労働組合や従業員代表などの従業員組織と情報共有、協議、意見の
収集などを行っていますか。

Q16 従業員の健康保持・増進の担当者の人数をお答えください。

Q17 従業員の健康保持・増進の取組を推進するために健保組合等保険者と協議している内容をお答えください。

Q18
従業員の健康保持・増進に関する課題の把握や施策の改善をするために、定期的にどのようなデータを活用しています
か。

Q19 従業員の健康診断等の結果について、以下の項目について集計の有無と具体的な数値をお答えください。

Q20 貴社の従業員のうち、健康診断後にフォローアップ検査を受ける割合は何パーセントですか？

Q21 あなたの会社の従業員のうち、体重指数が18.5〜25 kg/m2の間にある人は何パーセントでしょうか？

Q22 あなたの会社の従業員のうち、たばこを吸っている人は何パーセントでしょうか？

Q23 あなたの会社の従業員のうち、定期的な運動習慣がある人は何パーセントでしょうか？

Q24 あなたの会社の従業員のうち、十分な睡眠がとれている人は何パーセントでしょうか？

Q25 任意健診・検診（人間ドックやがん検診、肝炎ウイルス検査など）の受診率を向上させるための施策はありますか。

Q26
定期健康診断や任意健診・検診（人間ドックやがん検診、肝炎ウイルス検査等）の結果により、医療機関への受診が必
要と判定された者に対して、医療機関への通院・治療を促すために行っている施策はありますか。

Q27 ストレスチェックの実施についてお答えください。

Q28 あなたの会社は、健康経営の目標と取組項目を設定していますか。

Q29 管理職に対して、従業員の健康保持・増進施策についてどのようなタイミングまたは頻度で教育を実施していますか。

Q30 従業員にメンタルヘルスやがんの予防などの健康保持・増進に関する教育を実施していますか。

Q31 労働時間の適正化のためにどのような制度や施策を実施していますか。

Q32 一定の基準を超えた長時間労働者に対してどのような対応策を実施していますか。

Q33 長時間労働者に面談等を実施する際の超過労働時間の条件についてご記入ください。

Q34 正社員の実労働時間等についての状況をお答えください。
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項目

Q35 正社員の長時間労働の発生状況をご回答ください。

Q36 コミュニケーション促進に向けた組織としての具体的な取組（研修・情報提供・宴会等を除く）を行っていますか。

Q37
メンタルヘルス不調やその他の私傷病に対する職場復帰、就業と治療の両立支援としてどのようなことを行っています
か。

Q38 生活習慣病予備群者への保健指導を特定保健指導以外に実施していますか。

Q39 健康診断の結果をもとに、産業医が就業区分（通常勤務、就業制限、要休業など）の判定を行っていますか。

Q40 食生活改善に向けた具体的な支援（研修・情報提供を除く）を行っていますか。

Q41 運動習慣の定着に向けた具体的な支援（研修・情報提供を除く）を行っていますか。

Q42 その他、従業員の生活習慣改善等のため実施している施策についてお選びください。

Q43 どのような感染症（インフルエンザなど）対策を実施していますか。

Q44 本社を含む国内全事業場の禁煙の状況はどのようになっていますか。

Q45 補助を行っている（一般定期健康診断項目に含めている場合も含む）検診項目をお選びください。

Q46 従業員の被扶養者に対して実施しているものや被扶養者も利用・参加できる施策はありますか。

Q47
従業員に提供している健康保持・増進に関する施設や施策について、派遣社員や他社からの出向者、業務請負労働者
など、従業員以外が利用できるものはありますか。

Q48
製品・サービスの購入や業務を発注する際に、取引先の労働衛生や従業員の健康の状況についてどのような内容を把
握・考慮して発注を決めていますか。

Q49 従業員の健康保持・増進について、産業医または保健師はどのように関与していますか。

Q50 従業員の健康保持・増進の担当者（専門職を含む）に対してどのような教育・研修を行っていますか。

Q51 正社員の疾病による休職者数・退職者数・在職・休職中死亡者数の把握状況について、ご記入ください。

Q52 従業員の健康保持・増進を目的として導入した施策について、どのように効果検証を行っていますか。

Q53 健康経営の実施による企業経営への影響を具体的な指標で検証していますか。

Q54
従業員の健康保持・増進について、「健康経営として、従業員の健康増進を経営戦略に位置付けて取り組み行っていま
すか。

Q55 健康経営の実践や普及のために、他社と連携したり、団体に加入したりしていますか。

Q56
従業員の健康保持・増進について、ウェアラブル端末やAI、ビッグデータなど、新しい技術を導入している場合、その導入
内容と効果をご記入ください。

Q57
従業員の健康保持・増進サービスに対して、2018年度に支出予定の一人当たり健康投資額（外部事業者に対する支出
予定額）をご記入ください。

Q58 貴社の従業員が加入する健保等保険者の一人当たり医療費・保健事業費をご記入ください。

Q59 貴社の2017年度決算ベースの福利費をご記入ください。
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【補足資料図１】 

 

 
 

【補足資料 図 1 企業利益の増加額の分布】 

 

基準年（2017年度または 2018年度）から 2020年度までの従業員当たりの利益

変化率の評価を示した。利益変化率の四分位を算出し、最も高い四分位群を企業

利益が増加した企業と定義している。 


